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研究要旨 

熊本県は血管内治療専門医が少なく、施行可能施設は熊本市内にほぼ限定された状況が続

いていた。2017年に熊本血栓回収療法地域格差解消プロジェクト(K-EARTH Project) を立ち

上げて、rt-PA静注療法のできる施設(一次脳卒中センター)と機械的血栓回収療法のできる施

設(包括的脳卒中センター)の連携により drip-ship-retrieveのシステムが大きく動き始め、機械的

血栓回収術施行数が倍増した。しかし、これらの血栓回収療法を受けた患者の脳梗塞発症地

点は、大部分が熊本市とその近郊であり、県内全域の治療格差はいまだ存在することが明らか

となった。引き続き、システム構築を進めていく必要がある。 

 

Ａ．研究目的 

熊本県は脳神経血管内治療学会の専門医

(血管内治療専門医)が少なく、脳梗塞急性期

の機械的血栓回収療法の施行可能な施設は

熊本市内の施設にほぼ限定されている。2017

年に熊本血栓回収療法地域格差解消プロジ

ェ ク ト (K-EARTH Project ： Kumamoto 

EliminAting Regional THrombectomy disparity 

Project)を開始した。2018 年の熊本県の脳卒

中診療と超急性期脳梗塞再灌流療法の実態

を調査し、K-EARH Projectの効果を検証する

ことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

2018 年１月〜12 月を対象として、日本脳卒中

協会熊本県支部の調査および血栓回収療法

を施行している基幹病院への調査結果を基に

解析した。前者については、前回の調査同様

に 17施設の 25科に郵送で調査を行った。脳

神経外科や神経内科の医師数、脳卒中専門

医数、1 年間の rt-PA 治療実績数、血栓回収

実績数について調査した。後者については、

血栓回収療法を専門医もしくは専門医の指導

の下に行っている熊本市内の 4施設の神経内

科責任者に電子メールで問い合わせた。調査

内容は、1 年間の血栓回収実績数に加えて、

搬入経路（直接搬入、転搬送、院内発症）およ

び転搬送例の搬送元施設、脳梗塞発症地域

を調べた。 

  （倫理面への配慮） 

医師数、治療実績数、脳梗塞発症地域を調査

したが、患者個人が特定できる個人情報を含

めた調査は行わなかった。 

 

C.研究結果 

1) 急性期脳卒中医療実態 

県内の脳卒中専門医数は 40名から 35名へと

減少、実働血管内治療専門医数は、5名から

8名へと増加した。rt-PA静注療法数は 2016

年 214例、2017年 201例、2018年 211例と
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横ばいであったが、血栓回収療法施行数は

2016年 68例、2017年 125例、2018年 236例

と、毎年倍増していた。 

2) 血管内治療の実情 

熊本市内の基幹病院4施設の治療件数では、

各施設において治療件数、転搬送数ともに増

加していた。他施設からの搬送の内訳を見ると、

2017年は 12施設から 18件の転搬送（うち熊

本市外から 10件）があったが、2018年は 12

施設から 28件（うち市外から 16件）と増加して

いた。発症地点の調査では、熊本市と隣接す

る周辺地域においては、人口 10万人あたりの

治療件数が 2017年度で 8〜15例と、全国調

査の平均を上回っていたが、それ以外の遠隔

地域での発症例は 0〜2例であり、ほとんど血

管内治療が行われていない現状が明らかとな

った。 

 

Ｄ.考察 

治療適応の拡大に加えて、脳神経血管内治

療専門医数の増加や K-EARTHプロジェクト

の開始によって、県内の血栓回収療法の件数

は順調に増加していると推察された。しかし脳

梗塞発症地点や転搬送元施設の地域を見る

と、その効果は熊本市とその周辺都市に限ら

れており、いまだ県内の治療格差は解消され

ていなかった。要因としては、血栓回収療法の

適応判断が十分なされていないこと、夜間や

休日の搬送手段としてヘリコプターが利用でき

ないことなどが考えられた。引き続き各施設に

対する広報活動を進めるとともに、脳卒中専門

医や血管内治療専門医を養成に力を入れ、

将来的には県内の各地域基幹病院において

も再灌流療法が施行できる体制を構築する必

要がある。 

さらに 2019年から日本脳卒中学会が行う脳

卒中センターの認定に向けて、熊本県の急性

期脳卒中施設間連携のシステム構築をさらに

進めていかなければならないと考えている。 

 

Ｅ.結論 

熊本血栓回収療法地域格差解消プロジェクト

(K-EARTH)によって機械的血栓回収術が倍

増した。しかしその恩恵を受けている地域は熊

本市近郊に限られており、県内全域での治療

格差解消には、専門医養成や地域連携システ

ム構築をさらに進めていく必要がある。 

 

Ｆ.研究発表 

１．論文発表 

   なし 

２．学会発表 
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